
１ 財産の寄附を受けた法人の設立年月日及び事業の目的 
 

法人の設立の 
許可等年月日 

明治 
大正 
昭和 
平成 
令和 

    年    月    日 主 務 官 庁 名 

及 び 

経 由 機 関 名 

（担当課） 

 

法人の設立の 
登 記 年 月 日 

明治 
大正 
昭和 
平成 
令和 

    年    月    日 

法

人

の

事

業

の

目

的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法
人
が
設
置
運
営
し
て
い
る
施
設 

名     称 所   在   地 設置年月日(注) 施 設 の 業 務 内 容 

 
〒 

明･大･昭･平･令 

・  ・ 
 

 
〒 

明･大･昭･平･令 

・  ・ 
 

 
〒 

明･大･昭･平･令 

・  ・ 
 

(注)「設置年月日」欄は、その施設が法人設立の日前から設置されている場合には、当初の設置年月日を記入します。 

 

２ 寄附の目的（法人を設立するための寄附である場合は、設立の趣旨） 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

（資 13－1－4－Ａ４統一）（令元.6） 
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〔第２表の記載要領等〕 

 

《記載要領》 

１ 「法人の設立の許可等年月日」欄、「法人の設立の登記年月日」欄及び「主務官庁名及び経由

機関名」欄への記載に当たっては、法人の設立許可書（認可書）や登記事項証明書を確認してく

ださい。 

  なお、公益社団（財団）法人又は特定一般法人である場合は、次のとおり記載してください。 
 

各  欄 公益社団（財団）法人 特定一般法人 

「法人の設立の許

可等年月日」欄 

所轄の行政庁から公益認定を受けた 

年月日を記載します。 
記載の必要はありません。 

「法人の設立の登

記年月日」欄 

一般社団（財団）法人として設立の登 

記を行った年月日を記載します。（注） 

一般社団（財団）法人として設立の 

登記を行った年月日を記載します。 

「主務官庁名及び

経由機関名」欄 

所轄の行政庁を記載します。 

例）内閣総理大臣、○○県知事 
記載の必要はありません。 

（注） 特例民法法人から公益社団（財団）法人へ移行した場合は、公益社団（財団）法人として

設立の登記を行った年月日を記載してください。 

２ 「法人の事業の目的」欄には、寄附を受けた法人が行っている事業内容を具体的に記載してくだ

さい。 

３ 「寄附の目的」欄には、寄附を行った目的、趣旨、寄附までの経緯等について具体的に記載して

ください。 

 

《添付書類》 

１ 法人の設立許可書、認可書又は認証書の写し 

２ 法人の登記事項証明書等 

３ 法人の寄附行為、定款又は規則の写し 

４ 法人が設置運営している施設の運営に関する園則、管理（運営）規程、規則等の写し 

５ 法人が設置運営している施設の利用に関する説明書、パンフレット等（注） 

（注） 法人のホームページに掲載されている場合には、申請書の余白部分等にその旨を記載してい

ただければ、書面での提出を省略していただいても差し支えありません。 

 


